
実施方法

事業番号 0087

作成責任者

情報管理室長　内堀和人

■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分 一般会計 政策・施策名

法務行政情報化の推進 担当部局庁 大臣官房

事業開始・
終了(予定）年度

開始年度：－　終了年度：未定 担当課室 秘書課情報管理室

事業名

法務行政全般の円滑かつ効率的な運営
Ⅶ-14-(3)法務行政の情報化

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

関係する計画，
通知等

・電子政府推進計画（平成18年8月31日各府省情報化統括責任者
（CIO）連絡会議決定）
・法務省情報ﾈｯﾄﾜｰｸ（共通ｼｽﾃﾑ）最適化計画（平成17年4月6日法
務省情報化統括責任者（CIO）決定）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　法務行政情報化を推進し，事務の効率化・高度化及び行政サービスの向上を図るための共通基盤として法務省情報ネットワーク（法務本
省と所管各庁及び各出先機関を結ぶ広域ネットワーク）及び法務本省内ＬＡＮシステム（庁舎内ネットワークシステム）を整備・運用管理する
ほか，その他の法務行政に係る情報システムを整備・運用管理することを目的としている。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　法務省情報ネットワーク（共通システム）最適化計画に基づき，法務省が保有する各ネットワークを統合するとともに，セキュリティを維持・
強化しつつ，コスト抑制の下で内部管理業務等を含めた行政の情報化及び業務・システムの最適化に必要な回線容量の拡張等を推進し，
安全性，信頼性及び利便性の確保並びに個人情報の保護を図る。

24年度 25年度

0 0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 1,239 978 959 1,014 955

補正予算 0

繰越し等 0 1 0 0

955

執行額 1,070 930 868

1,239 979 959 1,014

執行率（％） 86.0% 95.0% 91.0%

22年度 23年度

％達成度

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（　　年度）

　国民の利便性，行政サービス向上のためのＨＰ運用経
費等一部経費を除き，大半が国が効率的に業務を遂行
するに当たり使用する庁内ＬＡＮシステム等各業務シス
テムの機器賃借料等運用に係る事業経費であるため，
事務的経費の側面が強く，定量的な成果を示すことが困
難である。

成果実績

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

　行政の効率化を支える複数の業務システムを対象とし
ており，事業経費の経費規模以外では定量的な活動指
標を示すことは困難である。

活動実績

（当初見込
み）

単位当たり
コスト

算出不可 算出根拠
本経費は，業務において使用するシステムの整備・運用経費で，事務的
経費の側面が強く，定量的な単位を定めることは困難である。

―

(                   ) (                   ) (                )

情報処理業務庁費 1,014 955 法務本省内ＬＡＮシステム等の更新整備及び運用管理業務経費（８２，９０３千円増）
や同更新整備に係る支援業務経費（５３，０７７千円増），法務省統合コンテンツ管理
システム導入経費（５４，６９９千円増）などをそれぞれ計上しているため，要求増と
なった。
他方，法務省情報ネットワーク運用経費（１５２，３２３千円減）や府省共通システムへ
の移行に伴う法務省共通給与計算システム（５，５５３千円減），前年度限りの経費な
どをそれぞれ減額しているため，要求減となった。

「新しい日本のための優先課題推進枠」92

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （法務省）

計 1,014 955

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳



環境省大臣官房総務課環境情報室情報基盤の強化対策費

外部有識者の所見

　個別契約に当たっては，競争性のない契約を除き，競争入札を原則として実施しており，支出先の適切な選定及びコスト削減に努めている。そして，個
別契約の相手方には，原則として業務の再委託を認めていないものの，再委託が必要な場合には，必ず許可申請を義務づけ，内容を十分精査し，適正
と認められる場合のみ許可している。
　また，予算要求から契約締結に至るまで，必要に応じて，外部専門家（政府ＣＩＯ補佐官）に相談するなどして，業務が効率的かつ効果的なものである
か第三者の視点でも検証し，改善に努めている。
　さらに，委託業務については，作業実施前に作業予定や作業内容に関する報告を行わせるとともに，作業期間中においても，日々の運用報告や定例
報告により，委託業務が適正に執行されているか確認を行い，業務終了後は，その業務報告をもって委託業務とその支出に対する妥当性の把握に努め
ている。
　なお，情報システム機器等更新時に当たっては，更新の要否を十分に検証することはもちろんのこと，リース機器については，機器の運用状況を踏ま
え，更新することなく再リースにより継続使用可能な機器は，再リースにより機器調達することで経費の節減を図っている。

点
検
結
果

0001

行政事業レビュー推進チームの所見

　本事業経費のうち，ホームページ経費は，広く国民の
ニーズがあると認められるものの，法務省情報ネット
ワークや法務本省内ＬＡＮシステムの経費については，
情報システム効率化を推進するための経費であり，広く
国民のニーズがあるとは認められないことから，総合的
な評価として「△」とした。
　また，上記以外の項目については，法務省が実施すべ
き事業であり，業務及び情報システムの効率化を推進す
るという事業目的の達成手段として位置付けられている
ことから，総合的な評価として「○」とした。

　ＩＴの利活用による国民の利便性の向上と効率的な電
子政府の実現等を図るための政府の取組に対応し，各
府省がそれぞれの業務に応じた情報化推進を行ってい
る。

0001

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

　事業実施に当たっては，外部専門家（政府CIO補佐官）
に相談するなどして，業務が効率的かつ効果的なもので
あるかを第三者の視点で検証している。
　また，定量的な評価は難しいが，業務及び情報システ
ムの効率化を推進するという事業目的の下，情報システ
ムの整備・運用を適切に進め，その目的を着実に達成し
ていることから，総合的な評価として「○」とした。

　競争性のない契約を除き，一般競争入札等の価格競
争を行った上，契約の相手方となる支出先を選定してい
る。事業の目的に沿った費目を使用し，使途も適正であ
る。
　また，予算の状況も適切に把握しており，不用率が大
きい主な理由としては，入札開差のためであり，その理
由は妥当であることから，総合的な評価として「○」とし
た。

重
複
排
除

○

○

○

－

事
業
の
効
率
性

所管府省・部局名類似事業名事業番号

0001

類似の事業がある場合，他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

平成24年平成23年

318

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

備考

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体，民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ，優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

平成22年

事
業
内
容
の
改
善

関連する過去のレビューシートの事業番号

　システム運用経費について，執行実績を踏まえた見直しを行い，経費の削減を図るべきである。

　所見のとおり，法務省情報ネットワーク運用経費について執行実績を反映し，経費の削減を図った。
　（▲152百万円）

縮
減

・法務行政において重要なインフラであり，頻繁に業者が替わることには問題があると考えられるが，引き続き適正な調達をすべく努力を継続されたい。
・インフラ系であることから，予定価格は見積額と大きくずれることはないと想定されるが，調達費用が入札開差により４０％削減されたことに関し，予定価格の
設定方法等に問題はなかったか，検証が必要である。
・帯域など性能不足のネットワークシステムを導入し，後から増設の必要が生じたなどの問題が発生しないことを切に期待する。
・セキュリティ対策に関し，標準的なものを含めて対応しているとのことだが，更なる対策強化の検討を続ける必要がある。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

国
費
投
入
の

必
要
性

－

－単位当たりコストの水準は妥当か。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合，それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

△

○

○

－

不用率が大きい場合，その理由は妥当か。（理由を右に記載）

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

事業所管部局による点検

評　価項　　目 評価に関する説明

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

（瀬戸洋一委員）



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業，新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

法務省

868 百万円

Ａ．株式会社ＮＴＴデータほか

701 百万円

・本省内ＬＡＮシステム等の保守料及
び法務省情報ネットワーク等の通信料
等

【一般競争契約・随意契約】

・法務行政事務の効率化・高度化及び
行政サービスの向上を図るための運用
経費

Ｂ．有限会社ｴｽﾊﾞｰｸﾞ・ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞほか

22 百万円

・ＣＩＯ等に対する支援・助言に対する
諸謝金

【政府ＣＩＯ補佐官経費】

Ｃ．（社）行政情報システム研究所

16 百万円

・霞が関ＷＡＮを利用するための経費

【霞が関ＷＡＮ利用料】

Ｄ．事務補佐員

3 百万円

・法務省ホームページ運用業務補助の
ための非常勤職員（事務補佐員）

【賃金】

Ｅ．大阪法務局ほか
２３２庁

126 百万円

・電話交換設備の更新等
・本省において整備したファクシミリの
通信料等

【本省から予算配分】

Ｆ．扶桑電通株式会社ほか

126 百万円

・電話交換設備更新等

【一般競争契約・随意契約】

080239
線

080239
線

080239
線

080239
線

080239
線

080239
線



A.株式会社ＮＴＴデータ E.
金　額

(百万円）

通信料 通信回線使用料 234 - 各会計機関への予算配分

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

126

借料 機器賃借料 33

126計 267 計

電話交換設備更新 7

B.有限会社エスバーグ・コンサルティング F.扶桑電通株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

謝金 CIO等への支援・助言に対する謝金 7 備品費

保守・点検業務委託 14雑役務費

21計 7 計

C.（社）行政情報システム研究所 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

使用料 霞が関ＷＡＮ使用料 16

0計 16 計

D.事務補佐員 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

給与 俸給・通勤手当等 3

0計 3 計



支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｆ.

※　支出額の括弧書き，入札者数及び落札率については，支出先との契約が複数ある場合，契約金額が最も大きいものについて記載している。

6 －

7法務省情報化推進支援業務（謝金）

－ －

8

10

9

7

法務省情報化推進支援業務（謝金） 7

6

個人 法務省情報化推進支援業務（謝金）

4 麹町税務署 法務省情報化推進支援業務（謝金） 1

5

3

1 (有)ｴｽﾊﾞｰｸﾞ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

2 ﾃﾞｻﾞｲﾝﾜｰｸｽ有限会社

支　出　先

－

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

－

入札者数

入札者数 落札率

1
株式会社ＮＴＴデータ
（一般競争，随意契約）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

通信回線使用料等
267

(234)

1 99.9

2 98.5

随意契約 －

2
新日鉄ソリューションズ（株）
（一般競争，随意契約）

法務本省内LANｼｽﾃﾑ運用管理支援業務等
99

(38)

36
(10)

3
日本電気（株）
（随意契約）

本省内LANｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱｼｽﾃﾑ運用管理支援業務等
53

(49)

－

1 98.4

5
昭和リース（株）
（一般競争，随意契約）

4
ネットワンシステムズ（株）
（一般競争，随意契約）

本省内LAN等更改に係る仕様書等作成・法務省ＮＷ更新に係る支援業務等
52

(50)

霞が関WAN経由の府省共通ｼｽﾃﾑ利用環境構築等に必要な機器等

28

随意契約 －

6
沖電気工業（株）
（随意契約）

法務省共通給与計算システム及び法務省共通共済事務システム運用管理支援業
務等

33

－ －

随意契約

13 随意契約 －

日本電子計算機（株）
（国庫債務負担行為）

本省内ＬＡＮシステム用ＰＣ等賃貸借等 13 －

－

落札率

－

9

10

－

8
アビームコンサルティング（株）
（一般競争）

人事・給与関係業務情報システム導入に係る工程管理等業務

ＮＴＴファイナンス（株）
（随意契約）

本省内ＬＡＮにおけるファイルサーバ等構築及び機能強化作業等に必要な機器等
賃貸借

－

23 3 77.2

7
（株）インテック
（国庫債務負担行為）

司法試験総合管理システムの保守業務及び運用管理支援業務等

支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
扶桑電通株式会社
（一般競争，随意契約）

電話交換設備更新等
21
(7)

2 99.9

支　出　先 業　務　概　要

2
沖ウィンテック㈱
（一般競争，随意契約）

電話交換設備保守等
11
(2)

随意契約 －

3
（株）中電工　東京本部
（一般競争）

電気設備改修工事 11

1 93.6

2 93.6

3 89.8

4
ＮＴＴ東日本
（随意契約）

5
都築電気（株）
（一般競争，随意契約）

電話交換設備更新等
9

(5)

ファクシミリ通信料 9

6
電通工業（株）
（一般競争，随意契約）

電話交換設備更新等
6

(1)

随意契約 －

7
東陽工業（株）
（随意契約）

電話交換設備保守等 5

3 28.9

随意契約 －

随意契約 －

8
ＮＥＣネッツエスアイ（株）
（随意契約）

9
三菱電機システムサ－ビス
（株）（随意契約）

電話交換設備保守等 3

電話交換設備保守等 4

3 52.910
東通ネットワーク（株）
（一般競争）

内線電話移設及び配線敷設等工事 2



実施方法

事業番号 0088

作成責任者

広報室長　白井　健二

■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分 一般会計・復興特別会計 政策・施策名

防災通信機器（衛星携帯電話）の運用 担当部局庁 大臣官房

事業開始・
終了(予定）年度

開始年度：平成２３年度　終了年度：未定 担当課室 秘書課広報室

事業名

法務行政全般の円滑かつ効率的な運営
Ⅶ-14-(3)法務行政の情報化

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
災害対策基本法等

関係する計画、
通知等

「復興への提言」（平成23年6月25日東日本大震災復興構想会議），「東日本大震災か
らの復興の基本方針（平成23年7月29日東日本大震災復興対策本部），「防災基本計
画」（平成20年2月18日中央防災会議決定）第2編第1章第2節

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　東日本大震災の発生から２年を経過した現在においても，回数こそ減っているものの，余震が続いているなど予断を許さない状況にあるこ
とを加え，今後３０年の間に７０パーセントの確率で発生すると予想されている首都直下地震等の大規模災害に対し，通信途絶による被災地
孤立化を防止し，被災状況の迅速・正確な把握，臨機・的確な初動対応及び支援施策の確立・実施等により，可能な限りの「減災」を達成
し，国民の身体・生命，権利，財産等を保護することを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　法務省においても，大津波により，極めて危機的状況に陥りつつ孤立化した官署や緊急に避難してきた被災者を受け入れた官署がある。
いずれも通信連絡手段が途絶し，速やかに被災状況を把握することができなかった。災害発生時においては，迅速・正確な情報収集に基づ
き，初動対応体制を始めとして，以降の支援情報の提供，人的・物的支援体制及び災害復興施策等が確立・推進されるのであるから，災害
時に強い通信連絡手段の確保が重要である。そのため，インフラ被害による影響が少なく，発災時における安定的な通信連絡手段として，
平成２３年度に衛星携帯電話を当省所管官署に配備した。
　平成２５年度においては，配備済の衛星携帯電話の運用を継続し，全国的な災害対応体制を維持する。
　本事業は復興特別事業としては平成２４年度限りで廃止した事業であるが，平成２５年度以降は一般会計で実施している事業である（平成
２４年度復興特会事業名　防災通信機器（衛星携帯電話）の配備　事業番号0002）。

24年度 25年度

476 -

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 - - 81 79 77

補正予算 -

繰越し等 - - - -

77

執行額 - 84 77

- 476 81 79

執行率（％） - 17.7% 95.1%

22年度 23年度

％ - -達成度

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（　　年度）

　業務継続体制の強化を目的とするものであることを踏
まえると，成果目標を示すことは困難である。

成果実績 - - - -

- -

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標欄に同じ

活動実績

（当初見込
み）

-

単位当たり
コスト

　60,554（円／台） 算出根拠 平成24年度執行額（77,145,636円）／配備台数（1,274台）

―

(                   ) (                   ) (                )

- -

衛星携帯電話の通信運搬費（ランニングコスト）について執行実績を反映し，経費の
削減を図ったため。

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

通信運搬費 79 77

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （法務省）

計 79 77

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳



事
業
の
効
率
性

事業番号

-

○

評価に関する説明

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

　通信手段として，一般固定電話及び携帯電話が途絶又
は困難となった場合に使用するものであるので，実効性
は極めて高く，また，現在，各庁に整備された衛星携帯
電話は，万が一の災害時に備え，職員が的確に操作で
きるよう必要な訓練を実施しているので，発災時には最
大限の効果を発揮すると思われる。

0002

　一般競争入札を経た上で業者を選定し，適正な価格で
落札されており，競争性は確保されている。
　また，費目・使途は事業目的に即し，限定されている。
　なお，平成２３年度の不用率が大きいのは，一般競争
入札による競争の結果である。

重
複
排
除

○

○

大規模災害においては，衛星携帯電話の有無により，
被災状況の迅速・正確な把握，臨機・的確な初動対応及
び支援施策の確立・実施等が大きく左右されることから，
被災地及び被災者となる国民のニーズ及び優先度は極
めて高い。
　発災時は，応急対応を始め，地方自治体，民間等と有
機的に連絡・協働することが求められるものであるから，
国の事業として安定的な連絡手段を確保する必要があ
る。

○

○

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

外部有識者の所見

所管府省・部局名

　本施策については，その必要性，有効性のいずれの観点からも評価できるものと考えている。
　また，当該衛星携帯電話のランニングコスト（基本料金）については，最低限度のコースで契約を行っているところであり，今後も引き続き適正な契約を
行っていくこととしたい。

類似事業名

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

平成24年平成23年

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

備考

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

平成22年 復興-0001

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容
の
改
善

関連する過去のレビューシートの事業番号

「予算額・執行額」，「成果目標及び成果実績」，「活動指標及び活動実績」，「資金の流れ」，「費目・使途」，「支出先上位１０者リスト」欄については，平成２４年
度限りで廃止された復興特会事業の執行実績に基づくものである。

　当該衛星携帯電話のランニングコストについては，常に確認を行い，適切に予算に反映させること。

　所見のとおり，衛星携帯電話の通信運搬費（ランニングコスト）について執行実績を反映し，経費の削減を図った。
　（▲2百万円）

縮
減

　外部有識者による点検対象外である。

評　価項　　目

点
検
結
果

国
費
投
入
の

必
要
性

-

-単位当たりコストの水準は妥当か。

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

事業所管部局による点検



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

法務省

77百万円

Ａ．KDDI株式会社

77百万円

・防災通信機器（衛星携帯電
話）の運用経費

・衛星携帯電話の使用料



A.　ＫＤＤＩ株式会社 E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご

とに最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

通信運搬費 使用料 77

0計 77 計

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

0計 0 計

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

0計 0 計

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

0計 0 計



支出先上位１０者リスト
A.

B.

8

10

9

7

6

4

5

3

1

2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

入札者数 落札率

1 KDDI株式会社（随意契約）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

衛星携帯電話の使用料 77 随意契約 －

2

3

5

4

6

7

8

9

10

落札率



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （法務省）

計

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

主な増減理由

－ － － －

費　目 25年度当初予算 26年度要求

―

(                   ) (                   ) (                )

- -

単位当たり
コスト

　60,554（円／台） 算出根拠 平成24年度執行額（77,145,636円）／配備台数（1,274台）

成果目標欄に同じ

活動実績

（当初見込
み）

-

- -

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（　　年度）

　業務継続体制の強化を目的とするものであることを踏
まえると，成果目標を示すことは困難である。

成果実績 - - - -

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ - -

執行率（％） - 17.7% 95.1%

-

執行額 - 84 77

- 476 81 -

-

繰越し等 - - - - -

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 - - 81 - -

補正予算 -

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度

計

24年度 25年度

476 - -

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　東日本大震災の発生から２年を経過した現在においても，回数こそ減っているものの，余震が続いているなど予断を許さない状況にあるこ
とを加え，今後３０年の間に７０パーセントの確率で発生すると予想されている首都直下地震等の大規模災害に対し，通信途絶による被災地
孤立化を防止し，被災状況の迅速・正確な把握，臨機・的確な初動対応及び支援施策の確立・実施等により，可能な限りの「減災」を達成
し，国民の身体・生命，権利，財産等を保護することを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　法務省においても，大津波により，極めて危機的状況に陥りつつ孤立化した官署や緊急に避難してきた被災者を受け入れた官署がある。
いずれも通信連絡手段が途絶し，速やかに被災状況を把握することができなかった。災害発生時においては，迅速・正確な情報収集に基づ
き，初動対応体制を始めとして，以降の支援情報の提供，人的・物的支援体制及び災害復興施策等が確立・推進されるのであるから，災害
時に強い通信連絡手段の確保が重要である。そのため，インフラ被害による影響が少なく，発災時における安定的な通信連絡手段として，
平成２３年度に衛星携帯電話を当省所管官署に配備した。
本事業は復興特別事業としては平成２４年度限りで廃止した事業であるが，平成２５年度以降は復興特会以外の一般会計で実施している事
業である（平成２５年度一般会計事業名　防災通信機器（衛星携帯電話）の運用　事業番号８８）。

法務行政全般の円滑かつ効率的な運営
Ⅶ-14-(3)法務行政の情報化

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
災害対策基本法等

関係する計画、
通知等

「復興への提言」（平成23年6月25日東日本大震災復興構想会議），「東日本大震災か
らの復興の基本方針（平成23年7月29日東日本大震災復興対策本部），「防災基本計
画」（平成20年2月18日中央防災会議決定）第2編第1章第2節

防災通信機器（衛星携帯電話）の配備 担当部局庁 大臣官房

事業開始・
終了(予定）年度

開始年度：平成２３年度　終了年度：平成２４年度 担当課室 秘書課広報室

事業名

実施方法

事業番号 0089

作成責任者

広報室長　白井　健二

■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分
一般会計

東日本大震災復興特別会計
政策・施策名



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

事業所管部局による点検

評　価項　　目

点
検
結
果

国
費
投
入
の

必
要
性

-

-単位当たりコストの水準は妥当か。

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

　外部有識者による点検対象外である。

－

－

－

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

平成24年平成23年 復興-0001平成22年

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

備考

行政事業レビュー推進チームの所見

－

関連する過去のレビューシートの事業番号

所管府省・部局名

　本施策については，その必要性，有効性のいずれの観点からも評価できるものと考えている。
　また，当該衛星携帯電話のランニングコスト（基本料金）については，最低限度のコースで契約を行っているところであり，今後も引き続き適正な契約を
行っていくこととしたい。
　なお，本事業は平成25年度は事業番号８８において実施。

類似事業名

　一般競争入札を経た上で業者を選定し，適正な価格で
落札されており，競争性は確保されている。
　また，費目・使途は事業目的に即し，限定されている。
　なお，平成２３年度の不用率が大きいのは，一般競争
入札による競争の結果である。

重
複
排
除

○

○

大規模災害においては，衛星携帯電話の有無により，
被災状況の迅速・正確な把握，臨機・的確な初動対応及
び支援施策の確立・実施等が大きく左右されることから，
被災地及び被災者となる国民のニーズ及び優先度は極
めて高い。
　発災時は，応急対応を始め，地方自治体，民間等と有
機的に連絡・協働することが求められるものであるから，
国の事業として安定的な連絡手段を確保する必要があ
る。

○

○

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

0002

-

○

評価に関する説明

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

　通信手段として，一般固定電話及び携帯電話が途絶又
は困難となった場合に使用するものであるので，実効性
は極めて高く，また，現在，各庁に整備された衛星携帯
電話は，万が一の災害時に備え，職員が的確に操作で
きるよう必要な訓練を実施しているので，発災時には最
大限の効果を発揮すると思われる。

事
業
の
効
率
性

事業番号

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

外部有識者の所見



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

法務省

77百万円

Ａ．KDDI株式会社

77百万円

・防災通信機器（衛星携帯電
話）の運用経費

・衛星携帯電話の使用料

法務省

77百万円

Ａ．KDDI株式会社

77百万円

・防災通信機器（衛星携帯電
話）の運用経費

・衛星携帯電話の使用料



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 77 計 0

金　額
(百万円）

通信運搬費 使用料 77

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

A.　ＫＤＤＩ株式会社 E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご

とに最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

費　目



支出先上位１０者リスト
A.

B.

落札率

9

10

8

7

6

5

4

3

随意契約 －

2

入札者数 落札率

1 KDDI株式会社（随意契約）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

衛星携帯電話の使用料 77

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数支　出　先

3

1

2

5

4

7

6

10

9

8
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